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事務事業番号 10602450071

目的が同種の事業
（国・府・市・民間）

国、府

15,389

行政の効率化を推進する

公共職委託料

10,956

26,899

金　　　額

1,087,989

7,841,353施設・業務等賠償責任保険(4,465,773円)、火災保険（3,375,580円）

類似事業
グループ公有財産管理事務

11,510

適正で適切な財産管理を行うため、各財産所管部署からの報告に基づく財産台帳の調製や公有財産のう
ち、普通財産の維持管理及び公有財産に関する登記等の手続きを行っている。
また、市が保有する建物及び動産が火災や天災等で被害にあった時や市有施設等における賠償事象に対
応するため、保険加入や請求手続きを行っている。

公有財産は市民の貴重な財産であることから、適正で適切に維持・管理する必要があるため、行政として実
施しなければならない事業である。

H24年度決算

従事職員数 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

総合計画体系 （施策目標）

公有財産（土地・建物）

事務事業名

目　　　的
（何のために）

地方自治法等

□直営

☑その他（　一部委託　　除草や修繕など　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

公有財産（土地・建物）維持・保存のため

根拠法令

実施方法

対　　　象
（誰・何を対象に）

事業内容

事業の必要性

コ　　ス　　ト

H25年度決算 H26年度当初予算

概算人件費

直接経費(B)

1.5

27,643

総事業費(A+B) 22,420

11,600 11,464人件費計(A)

財源内訳

H25年度決算 H26年度当初予算

39,243

H24年度決算

国庫支出金

府支出金

受益者負担
(使用料等)

その他

一般財源 22,420 26,89939,243

平成25年度
事業費の主な内訳
(人件費除く)

内　　　　　容

事業期間 担当部署 財務部　資産活用課

25.内部管理事務(課運営事務除く）

（監査委員）（市議会）
行政改革
実施プラン

公約
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単位

① 円

② 円

③

①

②

③

事務事業番号　 10602450071

概ね目標どおり
成果目標
達成状況

目標達成度

公有財産管理事務 類似事業
グループ

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

現状のまま継続
財産取扱主任マニュアル等を作成し、各財産所管部署に配布をし、更なる公
有財産の適正管理を図る。

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

一次評価結果 ・賠償数など適正な財産管理指標を検討しては。

公有財産（土地・建物）を適正で適切に維持管理する。

763,580 2,077,302
活動実績

活動指標もしくは成果指標

事務事業名

事業開始年度 担当部署 財務部　資産活用課

施設、業務等における賠償事象に対するて
ん補額

0

特記事項

比較参考値
（他自治体とのコス
ト比較、サービス
水準比較）

H24年度 H25年度 H26年度(見込み)

市民満足度 内部事務であるため、市民満足度は調査していない。

平成25年度においては、賠償事象に対するてん補額があるものの、業務に
かかる賠償事象であり、施設における賠償事象がなかったことは、施設が適
正に維持管理されていた結果である。

事業のPR

目標とする成果
（費用対効果含む）

3,095,500

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

25.内部管理事務(課運営事務除く）

市有建築物の損害に対するてん補額 1,293,306 2,077,893


